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法人企業統計調査 経常利益大幅減
設備投資は引き続き堅調、GDP（１～３月期）改定値は上方修正へ

 財務省が公表した2020年1～3月期の法人企業統計調査で、全産業の経常利益が大幅減少となった。
 外出自粛要請や入国制限などによる訪日外客の減少により、サービス業などを中心に減少が目立つ。
 堅調な設備投資を受けGDP改定値は上方修正を見込むも、本格的な景気回復には時間を要するか。

（審査確認番号 2020-TＢ90）

経常利益がリーマンショック以来の大幅減少
6月１日に財務省が発表した2020年1～3月期の法
人企業統計調査によると、全産業（資本金１千万円
以上、金融業、保険業を除く）の経常利益が前年同
期比－32.0％と大幅に減少しました（図表1上）。
４四半期連続の減少で、リーマンショック後の
2009年7～9月期（同－32.4％）以来の下げ幅です。
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出所）図表1、２は財務省「法人企業統計調査」をもとにニッセイアセットマネジメントが作成

図表1：全産業の経常利益が大幅に減少

GDP（2020年1～３月期）改定値は上方修正へ
国内総生産（GDP）改定値の算出に使用される設
備投資は、２四半期ぶりにプラスに転じました（図
表2）。新型コロナウイルス感染拡大にともない、
医療用機器や在宅勤務推進によるテレワーク関連の
設備需要が大きかったことから、業務用機器や電気
機械（いずれも製造業）が大幅上昇となりました。
堅調な設備投資を受け、6月８日に内閣府より公表
される1～3月期ＧＤＰ改定値は速報値から上方修
正される見込みです。しかし、４月に発令された緊
急事態宣言を受けた全国的な経済活動停滞の影響は、
今後公表される４～6月期の経済指標でより鮮明に
なるとみられます。緊急事態宣言は解除されたもの
の、感染第二波が警戒される中、経済活動は感染拡
大の前よりも抑制されていることから、本格的な景
気回復にはしばらく時間を要するものとみられます。

サービス業などの非製造業を中心に減少が目立つ
内訳では、製造業が同－29.5％、非製造業が同－
32.9％となっています（図表1下）。非製造業のう
ち、飲食や旅行業などのサービス業（同－
59.6％）や、百貨店やスーパーなどの小売業（同
－38.0％）の減少が特に目立ちました。新型コロ
ナウイルスの感染拡大による政府の営業、外出自粛
要請や、海外からの入国制限などから訪日外客が大
幅に減少したことが影響したものとみられます。製
造業は、工場の操業停止による自動車・同部品の生
産減少の影響を受け、輸送用機械（同－50.7％）
が大きく落ち込みました。

≪製造業・非製造業の経常利益の推移（前年同期比）≫

※経常利益の推移
（全規模・全産業（金融業、保険業は含まれていない））

図表2：設備投資はプラス圏に回復
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【当資料に関する留意点】

• 当資料は、市場環境に関する情報の提供を目的として、ニッセイアセットマネジメントが作成したものであり、
特定の有価証券等の勧誘を目的とするものではありません。また、金融商品取引法に基づく開示資料ではあり
ません。実際の投資等に係る最終的な決定はご自身で判断してください。

• 当資料は、信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、情報の正確性、完全性を保証するも
のではありません。

• 当資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。
• 当資料のいかなる内容も将来の市場環境等を保証するものではありません。
• 当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行
者および許諾者に帰属します。

• 当資料に投資信託のグラフ・数値等が記載される場合、それらはあくまでも過去の実績またはシミュレーショ
ンであり、将来の投資収益を示唆あるいは保証するものではありません。また税金・手数料等を考慮しており
ませんので、実質的な投資成果を示すものではありません。

• 投資信託は投資する有価証券の価格の変動等により損失を生じるおそれがあります。
• 投資信託の手数料や報酬等の種類ごとの金額及びその合計額については、具体的な商品を勧誘するものではな
いので、表示することができません。
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